
　様式２２－７
経営あんしん資金（要件緩和型経営安定資金）に係る認定書
【物価高騰特例】
　　年　　月　　日　
　　下記の者は、経営あんしん資金（要件緩和型経営安定資金）【物価高騰特例】の要件に該当すると認めます。
                                                 商工会議所会頭
                                                 商工会会長  　 　　印
埼玉県中小企業団体中央会会長
記
１　事業者名
２　所在地
３　業　　種
４　物価高騰・人件費の上昇の影響を受けている具体的な事情（主要原材料及び製品等も具体的に記入）

５　認定要件（いずれかを○で囲む）
　ア　売上高総利益率（最近１か月と前年同月を比較）の５％以上減少
　イ　売上高総利益率（最近１か月と直近決算を比較）の５％以上減少
　ウ　売上高総利益率（直近決算と直近決算前期を比較）の５％以上減少
　エ　売上高営業利益率（最近１か月と前年同月を比較）の５％以上減少
　オ　売上高営業利益率（最近１か月と直近決算を比較）の５％以上減少
　カ　売上高営業利益率（直近決算と直近決算前期を比較）の５％以上減少
　
	　　　　　　　　
	最近１か月（　　　月）・直近決算
	前年同月・直近決算・直近決算前期

	売上総利益
又は営業利益
	Ａ　　　           円 
	ａ　　　　　　　　 円 

	売上高
	Ｂ                 円 
	ｂ　               円 

	売上総利益率
又は営業利益率
	Ａ／Ｂ　×　１００　＝Ｃ
％
	ａ／ｂ　×　１００　＝Ｄ
％


　　利益減少率（（Ｄ－Ｃ）／Ｄ×１００）　　　　　　％　≧　５％
　　　　　　　　　　
